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1これまでの自動車排出ガス対策について

❏数次にわたる自動車排出ガス規制の強化 （1973年～現在）
・これにより、全体として大気中のNOｘ、ＰＭ、ＶＯＣの改善が大きく進展している。
・世界的に最も厳しい単体規制を先導し、試験法の国際基準調和にも積極的に貢献。

❏自動車NOx・PM法 （1992年～現在）
・自動車排出ガスの単体規制のみでは環境保全が不十分な特定地域を対象とした
特別措置法であり、ディーゼル車の車種規制等により、一定の効果を挙げている。
・具体的には、軽油の低硫黄成分の大幅低減を促すことで、DPF等の対策装置の装
着が可能となり、最新規制車への転換が大きく進展した。
・この取組みには国土交通省も連携。 ・東京都「ディーゼルNO作戦」も奏功した。

❏自動車用燃料性状の排出ガスへの影響調査と対策
（経産省（資源エネルギー庁）、石油連盟、自工会、1996～2020年）

～石油と自動車の両産業による協力（JCAPⅠ・Ⅱ、JATOPⅠ・Ⅱ・Ⅲ、J-MAP）～
・ガソリンの低ベンゼン化 ・燃料の低硫黄化
・バイオ燃料性状の規定（エタノール、バイオディーゼルの混合）
・石油の有効利用に向けたエネルギー供給構造高度化法による分解ガソリンと分
解軽油の導入による排出ガスと燃費への影響評価
・大気環境シミュレーションモデルを構築し、排出ガス対策の強化と燃料性状の変化
に伴う将来の大気環境改善の予測を可能としている。（後述する。）
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❏今度の自動車排出ガス対策のあり方（第十四次答申，2020年8月）で指摘された
課題の解決を目指す。 (2021年以降、第十五次答申が検討される。）
・排気中の微小粒子状物質の数計測における検出範囲の下限を現行の粒径23nm
から10nmへ引き下げることについて検討する。
・ブレーキとタイヤの粉塵対策：国際基準の策定活動に積極的に参画・貢献する。
・特殊自動車の排出ガス規制の強化について検討する。

❏その他の課題
・法定走行モードでは把握できない実路走行における排出ガス（RDE: Real Driving 

Emissions）試験による評価が必要である。
・ディーゼル重量車においてNOx還元触媒の早期劣化や不適切な制御によるNOx、

N2O、NH3の排出が確認されている。その原因究明と耐久性の評価法については
自動車メーカーの積極的な協力を得て検討するとともに、車載式故障診断装置
（OBD）を高度化して対応する必要がある。これは、国交省にとっての課題でもある。
・EUでは、NH3、CH4を規制しており、N2Oの規制を検討中。わが国でも規制を検討す
る必要がある。

❏CNに向けて、2030年以降、自動車に対して一層の温暖化対策の強化が求められ
る。これを踏まえて、それまでに排出ガスに関わる単体規制と自動車NOx・PM法の
達成・収束、さらには使用過程車に関わる上記の課題を克服することが強く望まれ
る。（光化学オキシダント対策は2030年以降も課題として残る。）

今後の対策のあり方（１）

2030年を目指した排出ガス対策強化の収束
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❏政府、地方自治体、研究機関間における内外大気環境の関連情報の共有化
・そのためのDX化の推進（行政事務の効率化）
・閲覧性に配慮した大気環境関連のデータベースの構築
・政策立案や関連研究に資する利用の促進
・海外への情報発信 ・海外政府や研究機関との情報交換・交流（政策の客観化）

❏大気環境シミュレーションモデルの改善と将来予測へのオープンな活用（EBPM）
・各測定局での継続的なモニタリングによる大気環境状況の推移・監視と、それを用
いてモデルの定量性を検証し改善する。 （その際、固定発生源データも必要）
・下記の取組みによる大気環境改善と温暖化対策としての改善効果を評価する。

✓エコカー減税やクリーンエネルギー車の購入補助
✓電動車の導入・普及 ✓CASEやMaaSに関わる事業の展開
✓スマートシティの構築 ✓鉄道輸送へのモーダルシフトの推進
✓合成燃料（グリーン水素と回収CO2から合成）の導入・普及
✓第6次エネルギー基本計画における電力の化石燃料依存の減少に伴う固定発
生源の排出成分の低減

✓光化学オキシダントの生成機構解明と対策（気象変動の影響を受ける可能性）

・このようなモデルを維持管理し改善する組織・人材の育成と確保が必要。

今後の対策のあり方（２）

データベースの構築とモデリングの活用
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❏大気環境と地球環境の改善に資するコベネフィットをもたらす省庁間の有機的な政
策立案の連携が求められる。（行政の効率化と予算の有効利用）

❏環境省、国土交通省、経済産業省（資源エネルギー庁）の参加を含む体制のもと、
下記の組織を活用し、調査活動のための公的予算を継続的に確保して、内外での
最新研究に基く知見や情報を共有するとともに、大気環境改善に関わる政策を提案
する。また、国際基準調和に繫げる。（例えば、環境研究総合推進費他の利用拡大）

・（公社）自動車技術会（大気環境技術・評価部門委員会）
・（公社）大気環境学会 ・（独法）交通安全環境研究所
・（一法）日本自動車研究所 ・（国研）国立環境研究所
・（国研）産業技術総合研究所 ・（公財）東京都環境科学研究所
・大気環境関係の大学研究者 ・その他の研究機関

❏越境汚染（PM2.5、光化学オキシダント等）の解明と対策については、近隣諸国との
ネットワーク（政府、自治体、研究者レベル）を構築して取り組むべきである。

❏大気環境改善とともに温暖化対策に関わる新興国への技術・政策両面での支援を
通じて、国際貢献を果たし、戦略的にJCMの適用を目指す。

今後の対策のあり方（３）

行政組織と研究者間のネットワークの構築


